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1　はじめに
　1980年は，貿易取引に関する重要な国際条約あるいは国際規則が成立あるい
は施行された年であった。国内的には，外国為替および外国貿易管理法が180
度の発想転換（原則禁止から原則自由へ）を行って施行された年でもあった。
　就中，「国際的動産売買契約に関する国連条約（United・Nations・Convention　on
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）Contracts　for　the　International　Sale　of　Goods）」と「国際物品複合運送に関する
国連条約（United　Nations　Convention　on　International　Multimodal　Transport
　　　｛2）
of　Go・ds）」の成立，あるいは国際物品複合運送を前提とした貿易契約用語（trade
terms），即ち，「①Free　Carrier，②Freight／Carriage　Paid　to．．．∴，③
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c3　Freight／Carriage　and　Insurance　Paid　to＿＿」の公開等は，今後の貿易売買
契約の成立および履行上重要な影響を及ぼすことになろう。
　本稿では，このような新しい貿易取引環境の推移を考慮しながら，貿易売買
契約の成立過程について若干の検討を加え，将来の方向性を思索しようとする
ものである。
｛1；南　敏文「国際的動産売買契約に関する国連条約の概要」（NBL誌No．215，　p．16，商事法務研
　究会発行，1980）。
C2｝広田芳三「国際物品複合運送条約採択会議第2会期報告書〔2〕（コソテナリゼーション誌No．
　131，p．4，日本海上コンテナ協会発行，1980）。
｛3｝国際商業会議所（1．C．C．）「インコタームス（INCOTERMS）」，1980年版。
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皿　貿易売買契約の特質
　一般的にいって，今日における売買契約（C・ntract　of　Sale）は，売手が代金
と呼ぼれる金銭対価（m・ney　c・nsiderati・n）に対して物品の財産権（property　in
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）g。ods）を買手に（i）譲渡する，あるいは，（ii）譲渡することを合意する契約であ
る。この点に関するわが国民法の規定は，「売買ハ当事老ノー方力或財産権ヲ
相手方二移転スルコトヲ約シ相手方力之二其代金ヲ払ウコトヲ約スルニ因リテ
其効力ヲ生ス」（第555条）と明記している。
　米国の統一商法典（Unif・rm　Commercial・Code；U．C．C．）§2－106においても売
買契約を定義して，「売買契約（Contract　of　Sale）は，〔i）売買（present　sale　of
goods）および（ii）将来のある時期に物品を売買する契約（contract　to　sell　goods　at
　　　　　　　　　c2）afuture　time）を含む」，と規定している。
　すなわち，例えば，店頭で，ある商品を買い求める場合，目前の商品の財産
権を取得することと金銭対価の支払は，同時交換的に行なわれるので（i）の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に該当し，履行済契約（executed・ontract）とも呼ばれる。
　これに対して，同様に店頭で，ある商品を買い求めるとしても，例えば，洋
服を注文するような場合には，目前で洋服の財産権を完全に取得することは不
可能である。洋服のサイズ，支払方法，受渡期日（時期）など洋服の売買に関し
て一定の条件の取極めを行ない，約定の時期（期日）にその洋服の財産権を取得
することになる。この場合は前述の（ii）に該当し，未履行条件付契約（execut・ry
　　　　　　　　　　4）contract）とも呼ぼれる。
　㈹の未履行条件付契約（売買の合意）は，契約成立の前提条件の成就あるいは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）約定期間の到来によって履行済契約（売買）に発展消滅することになる。
　さて，上記（i）〔ii）を貿易取引の場に適用してみると，（ii）の場合が殆どで，（i）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6｝場合はあるとしてもごく稀なケースといえる。
　すなわち，貿易売買契約が成立したということは，「売買の合意」が成立し
たことを意味し，成約後，契約条件の履行について売買両当事者の履行義務を
伴うことに大きな特質があるといえる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）　従って，契約条件O’完全履行のためには，契約内容を記録する必要があり，
その確認の文書が売買契約書（Contract　of　Sale；Sales　Contract）である。売買契
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c8）約は，売買契約書の調印を契約成立の前提としている場合は別として，口頭
　　　　　　　　　（9｝（by　word　of　mouth）でも法的に有効に成立（諾成契約consensual　contract）するの
が常態といえるので，成約直後に売買契約書を作成することは契約条件の完全
履行のために大変重要なことである。
　この売買契約書は，前述のとおり契約条件の履行上必要であると同時に，将
来の不測の事態（クレームなど）に直面した場合などに当該契約を立証する証拠
（evidence）ともなるものである。通常の取引では，略式に売約書（Sales　Note）
あるいは買約書（Purchase　Note）といった書式（form）で確認されるが，いずれ
にしても相手先の署名（counter　sign）を求めておくのが得策である。
　これらの書面は，表面に契約内容をタイプすることになるが，タイプされた
当該契約内容は勿論のこと，裏面の印刷約款（免責文言，不可抗力，紛争解決方法，
準拠法など）についても十分な検討を要し，軽率に見過すことは許されない。何
故かといえぽ，相当期間が経過すると当該契約を拘束し，契約履行上および履
行後の売買両当事者間に重要な影響を及ぼすことになるからである。
（1｝英国物品売買法（Sale　of　Goods　Act，1893）第1条第1項。　A　contract　of　sale　of　goods　is
　acontract　whereby　the　seller　transfers　or　agrees　to　transfer　the　property　in　goods　to
　the　buyer　for　a　money　consideration，　called　the　price．
②　米国統一商法典（U．C．C．）第2条第106項。～“Contract　for　sale”includes　both　a　present
　sale　of　goods　and　a　contract　to　sell　goods　at　a　future　time．　A‘‘sale”consists　in　the
　passing　of　title　from　the　seller　to　the　buyer　for　a　price．　A　present　sale　means　a　sale
　which　is　accomplished　by　the　making　of　the　contract．
　なお，「英米法では契約をcontractというが，普通，　c・ntractとは，法が履行を強制する約
　束（pr。mise），法がその違反に対し救済を与える約束又は法律上の義務の生ずることを法がみと
　める約束と定義されている。」（来栖三郎「契約法」p．1，有斐閣，昭和53年）。
（3〕SGAではSale（売買）と呼ぼれている。第1条第3項Where　under　a　contract　of　sale　the
　property三n　the　goods　is　transferred　from　the　seller　te　the　buyer　the　contract　is　called　a
　sale；
｛4）SGAではAgreement　to　sell（売買の合意）と呼ばれている。第1条第3項。～；but　where
　the　transfer　of　the　property　in　the　goods　is　to　take　place　at　a　future　time　or　subject　to
　some　condition　thereafter　to　be　fulfilled　the　contract　is　called　an　agreement　to　sell．
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（5）SGA第1条第4項An　agreement　to　sell　becomes　a　sale　when　the　time　elapses　or　the
　cond三tions　are　fulfilled　subject　to　which　the　property　in　the　goods　is　to　be　transferred．
｛6｝例えば，買手が代金を携えて輸出地まで出向き，在庫品の中から特定数量を買付けて代金を支
　払い，以後の手続，輸送等を自己の責任と勘定で行うといった現場買付けを行えぽ（i）の場合に該
　当しよう。しかし，貿易取引ではそれが可能であっても稀なケースといえる。
（7｝SGA第4条第1項（英貨10ポソド以上の売買契約の場合の契約書の必要性など）およびU．C．C．
　第零条第201項（米貨500ドル以上の売買契約の場合の契約書の必要性など）参照。
（8｝中村　弘，「貿易業務論」p．38，東洋経済，昭和48年。
　　来栖三郎，「契約法」pp。20－22，有斐閣，昭和53年。
（9｝民法第555条，SGA第3条，　U．C．C．第2条第204項参照。
¶醜OFFER（申込み）とACCEPTANCE（承諾）
　売買契約締結に関して最も基本的な事は売買両当事者間の「合意（agree－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1｝ment）」，即ち，「心と心の合致（a　meeting　of・ninds）」である。
　この売買両当事者間の売買契約締結のための合意は，通常，「0任er（申込み〉
とAcceptance（承諾）」によって具現される。そこで，このofferとacceptance
に関して検討してみよう。
　（イ）OFFERについて
　Offerは，①Selling　Offer，②Buying　Offer，③Counter　Offerに大別でき
るが，通常，実務上でOfferといえぽSelling　Offer（Counter　Offer　a＝っいては
後述）を意味しており，Buying　Offerは，一般的には，　order（注文）と呼ばれて
　（2　
いる。
　そして，Selling　Offer（売申込み）を現実の貿易取引面から機能的に分類する
　　　　　　　　　　｛3｝と以下のようになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　㈹　承諾回答期限を付していないOFFER，すなわち，　FREE　OFFER
　　（i）Offer　without　engagement
　　　　Offer　subject　to　confirmationとも呼ぼれる。この種のofferは，売
手から買手に送付されるPrice　Listの場合が代表的（typica1）なものである。
Price　List上には，　The　price（s）is（are）without　engagement　and　subject
to　our　final　confirmation．ないしはこれに準ずる免責文言が印刷表示されて
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いるのが常識である。すなわち，売手は，価格見積時点での最低価格（the　best
price）をofferするもそのofferに拘束されないものであり，実質的な意味は
rinvitation　to　a　buying　offer（買申込みの勧誘）」である。従って，売手からの
price　listにもとづき買手が注文（order）してくるとしても，これは買手からの
offer（buying　offer）であり，それに対して売手の確認（confirmation）がなさ
れることが実質的には承諾（acceptance）を構成し成約となるわけである。この
ことは，日常の店頭売買における実態としても実感できる。すなわち，例え
ば，デジタル式腕時計が1個6万円で店頭に売出されているとすれば，不特定
多数の潜在的買手（大衆）を対象にしてbuying　offer（買申込み一注文order）を
勧誘していることになる。それに対して，ある特定の1個人が販売店（売手）に
対して買申込み（注文）を行ない，販売店がそれを確認（承諾の意思表示）すれば売
買契約が有効に成立するこどになる。
　（ii）　Offer　subject　to　prior　sale
　　　Offer　subject　to　being　unsoldとも呼ばれる。
　「先売条件付売申込み」とも呼ばれるこのofferは，限られた数量の商品（在
庫品）を早く売捌くことを目的として，複数の買手（得意先customer）に対して同1
時に同一内容のofferを発信し，最初にそのofferを承諾した買手に売渡すこ
とを条件としたものであり，在庫品の売捌きの場合に効果的であるといわれ
る。しかし，取引のテクニックから考えると，仮にofferする得意先が1社で
あっても，offerの条件としてsubject　to　being　unsoldを付記することは，買
手の買気を誘発する面での効果は無視できないであろう。もっとも，みだりに
そのような条件を付記することは逆効果（不信感）を招くであろうし，offerの意
味内容からみて取引上の信義を逸脱した行為となるであろうから，十分な配慮
が要請されることはいうまでもない。
　㈲　承諾回答期限を付したOFFER，すなわちFIRM　OFFER
　予備交渉（preliminary　negotiation）を通じて諸条件の打合わせを行なった後
で，品質，数量，価格，納期（船積時期）の4条件を主要内容とする契約の申込
み（offer）に形容詞としてfirmが冠されると，取消不能な申込み（irrevocable
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　　（5）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛6）
・ffer），すなわち，「承諾回答期限付確定申込み」（Firm　Offer）となる。
　承諾回答に関して有効期間が設定された申込みは，その有効期間中，撤回・
取消不能と解すべきである。すなわち，修正（amendment），変更（change），撤回
（withdraw≧1），取消（revocationあるいは（rancellation）をすべきではない。この
点に関するわが国民法の規定を見ると，その第521条第1項において，「承諾ノ
期間ヲ定メテ為シタル契約ノ．申込ハ之ヲ取消スコトヲ得ス」と規定している。
また，米国の統一商法典（U．C．C．）でも，丘rm　offerは撤回・取消不能の旨を規定
　　　c7）している。しかし，英法では，承諾によって契約が成立する以前であれぽいつ
　　　　　　　　　　　　c8）でも自由に撤回・取消しうる。ところが，この従来からの英国的解釈は，英国
が1964年のへ一グ条約（Hague　C・nventions　of　19640n　the　Uni丘cati・n・f　Law
goveming　the　International　Sale　of　Goods）を批准し，　rUniform　Laws　on
International　Sales　Act，1967」を制定したことにより，理解の仕方をこと貿
易取引に関しては部分的にではあっても修正する必要がある。
、すなわち，英国としては同法を以下の条件の場合に限って適用することを規
　　　　c9）定している。
　1．売買契約当事者の各々が，営業所（あるいは佳居）を異った締約国の領域
　　内に有している場合。
　2．　売買契約当事者が，契約の中で準拠法として同法を選択している場合。
　貿易売買契約が，この法律に準拠することを前提として考えると，Uniform
Law　on　the　Formatioll　of　Contracts　for　the　International　Sale　of　Goods
（国際的動産売買契約の成立に関する統一法＝ヘーグ条約の“Formation　Convention”
　　　　　　　　　　　　　　　のAnnex　1）第5条第2項の規定から，英国においてもfirm　offerの撤回・取消
は不可能と理解されねぽならない。
　このように考察してみると，丘rm　offerは，法的にみても撤回・取消不能と
考えるべきを相当とすべきであると思考されるし，ビズネスの信義ないし申込
者の信頼性（reliability）の上からいっても撤回・取消すべきではない。何故か
といえば，本来，慎重に対処して発信すべきfirm　offerを撤回・取消すること
は，仮に法的にそれが可能であっても，受信者（被申込者）の側からみると軽率
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な申込者であるとの評価（判断）につながるであろうし，もしそうであれば被申
込者としては契約の成立に不安を抱く結果となり，契約締結を断念することに
なると推量されるからである。
　ところで，firm　offerは，前述のとおり，邦訳としては「承諾回答期限付確
定申込」と称すべきが正確であると思われる。しかし，実務面からみると，「承
諾回答期限付確定売申込」と称するのが妥当である。何故かといえぽ，‘‘有効
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aめ期限をつけて買付けを申入れる”のは丘rm　bid（あるいはbid）と呼ぽれるから
である。英文のcontext（文脈）からみると，　We　make　a丘rm　offer　on～
あるいはWe　offer　firm～〔この場合のweは売手（exporter）であり，　to　offer
fir皿の丘rmは副詞の働き。〕であり，　We　bid　on　the　following　terms　and
conditions：あるいはWe　make　a　firm　bid　on～〔この場合のweは買手
（importer）である。〕であって，買手がofferを使用するとすれば，　Please
offer　us　your　best　price　for　article　No．1．のように依頼命令形となる。
　（ロ）ACCEPTANCEについて
　契約の申込（Offer）は，一・般に，それが被申込者に到着した時に効力が発生
（到着主義）する。そして，有効となったOfferを被申込者が無条件に承諾（un・
c・n（liti・nal　ac㏄ptance）すれば売買契約が成立する（諾成契約c・nsensual　contract）。
　しかし，ここで問題となるのは，被申込者の承諾の意思表示の効力が発信の
時に有効となるのか，あるいは申込者に到着した時に有効となるのかの点であ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この点に関するわが国民法上の一般原則は到着主義である。しかし，隔地者
間の契約成立時点に関する民法第526条第1項では，「隔地者間ノ契約ハ承諾
ノ通知ヲ発シタル時二成立ス」と規定して発信主義を認めている。ただし，
丘rm　offerの場合には，「申込者ヵ前項ノ期間内二承諾ノ通知ヲ受ケサルトキ
ハ申込ハ其効力ヲ失フ」（民法第521条第2項）と規定し，実質的には到着主i義的
解釈となるよう一定の制限を設定している。
　売買両当事者間に締結される契約が，わが国の法律に準拠する旨の合意の下
でなされているとすれぽ，前述の如き民法の規定が拘束力を及ぼすことにな
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　　　　　　　　　、
る。しかし，そんなに都合よく契約が締結できるとは限らない。
　さて，売買契約の成立過程における通信手段（means　of　communication）を考
えてみると次のように整理できる。
　1．対面して商談（face－to－face　negotiation）する場合，
　2．　国際電話（international　telephone）による場合，
　3．　国際テレックス（international　telex）あるいはファクシミリ（facsimile）
　　による場合，
　4．　国際郵便あるいは国際電報（international　telegram）による場合。
　これらのうち，1．2．3．については，一般原則どおり（民法第97条第1項参照）
到着主義（但し，1．についての規定は見当らないが，同条からの類推）として理解され
　　　　　　　　　ている。2．および3．の場合，売買両当事者間の距離は離れているが，時間的
にみると1．の場合と同様であり到着主義と理解できる。ただし，2．および
3．の場合，申込者が被申込者の承諾の意思表示を受取った時にはじめて契約と
見散されるのであるから，通信回線の中断等で承諾の意思表示が不明確となっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た場合には，再度，確認の通信を行ない明確にしておく必要がある。
　さて，ここで問題となるのは4．（郵便と電報）の場合である。今日の貿易取引
および通信手段の発達からいって，承諾の意思表示を郵便あるいは電報によっ
て行なうことは相対的にいって少ないといえよう。しかし，証拠能力の点から
いって，どうしても電報による必要がある場合もあると考えられる。いずれに
しても，郵便と電報は売買両当事者間で直接交信するわけにはゆかない。郵便
局あるいは電報局という第三者の介在（従って，立証能力が強いといえる。）を必要
とする。そして，この場合は，距離的，時間的にみても，隔地者間の契約の場
合に相当することになるので，承諾の意思表示の効力発生時点はわが国民法上
　　　　　　　　　　　　　　〈第526条参照）は勿論，英米法においても発信主義である。
　もしそうであるとすれぽ，わが国民法に準拠する場合は別として，firm　offer
における申込者の立場は不安定となる。何故かといえぽ，郵便あるいは電報の
誤配が生じた場合，契約成立を知らなかった善意の申込者の立場は救済され
ず，契約不履行による損害賠償の要求に直面する危険性を招来する可能性があ
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るからである。
　従ってジ実務的には，売買両当事者間の特約（special　agreement）によって，
　　　　　　　　　　　aぷ発信条件を到着条件に変更するのが常識となっている。
　次に，条件が付されて承諾された場合（条件付承諾Conditional　Acceptance）に
ついて検討してみよう。
　条件付承諾は，勿論，承諾ではない。Counter　Offerと呼ばれる。　Counter
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aoOfferは，原申込の拒絶と新しい申込という2つの要素を持っているので，
Counter　Offerを受けた一方の当事者は，新しい申出に対する諾否の検討を行
なうことになる。Firm　offerの場合，有効期間内に被申込者から直ちに無条件
の承諾が得られることも勿論であるが，実際にはcounter　offerの交換によっ
て両当事者間の思惑の調整を図り，合意点まで話合いを煮詰めて，最終的にい
ずれか一方の当事者が無条件の承諾を行なうごとにより成約をみることになろ
う。勿論，その場合の承諾の意思表示の効力発生時点については前述のとおり
である。
　以上のとおりofferとacceptanceについて検討したが，最後にofFerの効力
消滅の原因について言及しておこう。
　Offerは，①被申込者の拒絶，②有効期間の経過，③申込老の撤回・取消に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　u9
よって消滅する。Counter　Offerによっても原申込は消滅するが，これは①の
場合に該当するものとして理解できよう。
　②の場合，実際問題としては，郵便あるいは電報の誤配のような場合は別と
して，被申込者は何らかの意思表示をするのが常識であり，仮に当該申込を拒
絶するとしても，爾後の取引や意思疎通の点からいって無言のまま時間の経過
を待つといった態度はとらないであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③の場合は好ましいことではないし，従来の英国的理解で処理できるケース
であるとしても，少くとも申込の撤回・取消は被申込者が承諾の意思表示を発
信する以前に撤回・取消の意思表示が被申込者に到着しなけれぽ不可能であ
る。特に，丘rm　o任erの撤回・取消は，既述のとおり，申込老の信頼性からい
ってもなすべきではないし，法的にいっても世界の趨勢は取消を認めない方向
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にあるといえる。
従って，①の場合が最も現実的なofferの失効原因といえよう。
｛1｝Lowell　B．　Howard，　Business　Law，　p．45，　Barron’s　Educational　Series；In6．，1965．
（2）上坂酉三，貿易実務，p．115，東洋経済，昭和42年。
　　中村　弘，貿易業務論，p．28，東洋経済，昭和48年。
（3；Offer　on　approvalあるいはOffer・n　sale・r　returnといったofferもあるが，対外取引に
　は行われ難い。（虎尾正助，Practices　in　Foreign　Trade　Correspondence，　p．67，育文社，昭和
　40年改訂5版参照。）
〔4）来住哲二，基本貿易実務，p．32，同文舘，昭和51年。
（5）民法第521条第1項，・U．C．C．第2条第205項，1964へ一グ条約（Formation　Convention，
　Annex　1，第5条第2項，1980ウィーン条約第16条第2項参照）。
（6）羽田三郎，英文貿易通信入門，p．64，関書院新社，昭和54年，参照。
（7）U．C．C．第2条第205項，　An　offer　by　a　merchant　to　buy　or　sell　goods　in　a　signed　writing
　which　by　its　terms　gives　assurance　that　it　will　be　held　open　is　not　revacable，　for　Iack
　of　consideration，　during　the　tilne　stated　or　if　no　time　is　stated　for　a　reasonable　time，
　but　in　no　event　may　such　period　of　irrevocability　exceed　three　months；～
（8）石田貞夫，貿易実務，p。108，白桃書房，昭和52年．
　　中村　弘，前掲書，p．35，
　　来住哲二，前掲書，p．31．
　　SGA第58条第2項，②Asale　by　auction　is　complete　when　the　auctioneer　announces
　its　completion　by　the　fall　of　the　hammer，　or　in　other　customary　m，anner．　Until　such
　announcement　is　made　any　bidder　may　retract　his　bid：
｛g）R．H．Graveson，　E．J．Cohn，　D．M．Graveson，　Uniform　Laws　on　International　Sales　Act
　1967，p．v，　Butterworths，1968．
ao）第5条第2項，2．　After　an　offer　has　been　communicated　to　the　offeree　it　can　be　revoked
　～or　unless　the　offer　states　a丘xed　t三me　for　acceptance　or　otherwise　indicates　that　it　is
　firm　or　irrevocable．
al上坂酉三，前掲書，　p．320，
　　新堀　聰，貿易売買入門，p．12，同文舘，昭和41年。
働　民法第97条第1項参照。
⑱　In　the　case　of　contracts　made　by　telephone　or　by　telex，　the　contract　is　only　complete
　when　the　offeror　receives　the　acceptance．〔Entores，　Ltd．　v．　Miles　Far　East　Corporation，
　（1955）〕，（E．R．HardY　Ivamy，　Casebook　on　Mercantile　Law，　Second　Edition，　p。13，1972，
　参照）。
a4　E．R．Hardy　Ivamy，　ibid，　p，13．
㈱　末延三次，承諾の発信主義一隔地者間における郵便電信による承諾一申込みの継続性，Adalns
　v．Lindsell（1818），（ジュリスト，英米判例百選，臨時増刊，　p．158，有斐閣）。
⑬例えば，Unless　otherwise　speci丘cally　stated，　all　offers　by　means　of　telecommunications
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　shall　be　considered‘‘firm，，　subject　to　reply　being　received　within　forty－eight（48）hours
　from　and　including　the　time　of　dispatch．　Sundays　and　National　Holidays　are　excepted．
　のように敗極める。
Uつ　民法第528条，「承諾者力申込二条件ヲ附シ其他変更ヲ加ヘテ之ヲ承諾シタルトキハ其申込ノ
　拒絶ト共二新ナル申込ヲ為シタルモノ看倣ス」参照。
⑬　新堀　聰，前掲書，p．35参照。
㈲　民法第528条参照。
⑳　Revocation　of　an　offer　before　acceptance　is　not　effective　unless　it　is　communicated　to
　the　other　party．〔Byme＆Co．　v．　Leon　Van　Tienhoven　＆　Co，，（1880）〕，　E．R．Hardy
　Ivamy，圭bid，　p．16．
W　OFFERとACCEPTANCEに係わる国際条約
　私法統一国際研究所（lnternational　Institute　for　the　Uni丘cation　of　Private
Law　in　R・me）は，1930年4月，国際的売買に関する統一法（Unif・rm　Laws　on
Internationa1・Sales）の成立を目ざして起草委員会を発足さぜ，以来30余年の歳
月をかけて1964年オランダのハーグ（The’Hague）における外交家会議（diplo－
matic　conference）で“ハーグ条約（Hague　Conventions　1964）J’を成立させた。
　この条約は，「有体動産の国際的売買についての統一法に関する条約（Con・
vention　relating　to　a　Uniform　Law　on　the　International　Sale　of　Goods），（Sales
Conventionと略称される）」と，「有体動産の国際的売買契約の成立についての統
一法に関する条約（Convention　relating　to　a　Uniform　Law　on　the　Formation　of
Contracts　for　the　International　Sale　of　Goods），（Format三〇n　Conventionと略称さ
れる）」からなり，Sales　ConvenfionについてはUniform　Law　on　the　Inter．
hational　Sale　of　Goods（ULISあるいはUniform　Law　on　Salesと呼ばれる。）が，
Formation　CdnventionセこついてはUniform　Law　oll　the　Formation　of
Contracts　for　the　IIlternational　Sale　of　Goods（Uniform　Law　on　Formation
　　　　　　　　　　　　〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1）と呼ばれる。）が条約の付属（Annδx）として明示されている。
　Formation　ConventioneUt　Sales　Conventionの補助的なもの（complementary）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）である。1964年の成立時に27力国が調印しているが，1972年8月18日現在
で，Sales　Conventionについてはベルギー，サン・マリノ，イギリス，オラ
ンダ，イタリア，西ドイツ，イスラエル，ガンビアの8力国が，そして，
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Formation　Conventionについてはイギリス，
ア，イスラエル，サン・マリノ，
　　　　　　　　　　c3）寄託し，条約は発行した。
　イギリスは，
　　　　　　　　　　（566）
オランダ，ベルギー－tイタリ
ガンビアの7力国が批准書をオラソダ政府に
　　　　　　1967年に同条約を批准した結果，国内法として，Uniform
Laws　on　International　Sales　Act　1967を立法化している。
　一方，国際連合（United　Nations）では，1980年4月10日，オーストリアの
首都ウィーン（Vienna）で「国際的動産売買契約に関する国連条約．（United　Na・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4｝tions　Convention　on　Contracts　for　the　International　Sale　of　Goods）」の採択会議
が開催され，同条約が成立した。
　この条約草案は，国連商取引法委員会（UNCITRAL－United　Nations　Com－
mission　on　lnternational　Trade　Law）が中心となり，前述のHague　Conventions
1964で取決められている統一法を参照しながら，体制，国情を超越した円滑な
商取引の実現を目ざして成文化したものである。
　そのことは，同条約の前文を読むと理解できる。すなわち，「新しい経済秩
序の確立という広範な目的の下に，平等と相互利益にもとつく国際取引の発展
が友好関係促進の重要な要素であることを考慮し，国際的動産売買契約を規制
し，かつ，異種の社会，経済および法制を考慮した統一規則の採択が，国際取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）引上の法的障害の除去に寄与し，国際取引の発展を促進する」ことを明記して
いる。
　条約は，4部101条から成り立っている。わが国は，現在のところ未署名で
あるが，世界の大勢は署名（1981年9月30日まで可能），批准の方向にあるとい
われており，将来の貿易売買の根幹を構成する条約として発効することが予見
される。
　そこで，同条約第2部（契約の成立）に関して以下に少々の言及をしておきた
いo
　おな，「Hague　Conventions　1964」の批准国がこの国連条約を批准し加盟す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）るためには，“ハーグ条約”を破棄しなくてはならないことも明記されている。
　　　　　　　　　c7）　第2部　契約の成立
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　（Part　II　Form［ation　of　Contract）
　①　第14条でVt　Offerを規定している。
　（1）Aproposal　for　concluding　a　contract　addressed　to　one　or　more
speci丘c　persons　constitutes　an　offer　if　it　is　suf丘ciently　definite　and　indi－
cates　the　intention　of　the　offeror　to　be　bound　in　case　of　acceptance．～
　②　第15条では，offerは相手方（被申込者）に到着した時にその効力が生ず
ること，およびofferの撤回について規定している。
　（1）An　offer　becomes　effective　when　it　reaches　the　offeree．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c8）　②　An　offer，　even　if　it　is　irrevocable，　may　be　withdrawn　if　the
withdrawal　reaches　the　o任eree　before　or　at　the　same　time　as　the　offer．
　この第2項の規定は，郵便・電報による場合，あるいは，offerを携えて被
申込者のもとに出向いている途上の場合，あるいは，テレックス，ファクシミ
リ通信等で送信中のものを中断し，電話等電気通信の手段によって嶽回するな
どの場合には適用できるであろう。しかし，貿易売買におけるofferを取消不
能で行なうとすれば，法制上はともかく，取引の現実面からみるとofferを撤
回することは得策ではない。何故かといえぽ，既述のとおり，申込者の信頼性
へのマイナス効果と慎重さの欠如とを露呈することになり，被申込者に不信感
を与えることが危惧されるからである。
　③　第16条ではofferの取消について規定している。
　（1）Until　a　contract　is　concluded　an　offer　may　be　revoked　if　the　revo．
cation　reaches　the　offeree　before　he　has　dispatched　an　acceptance．
　（2〕However，　an　offer　cannot　be　revoked：
　（a）if　it　indicates，　whether　by　stating　a丘xed　time　for　acceptance　or
OtherWiSe，　that　it　iS　irreVOCable；Or
　（b）　if　it　was　reasonable　for　the　offeree　to　rely　on　the　o任er　as　being
irrevocable　and　the　offeree　has　acted　in　reliance　on　the　offer。
　本条は，申込が被甲込者に到着してから承諾発信前までの期間（時問）に申込
が取消できるか否かについて規定しているが，第1項について考えてみると，
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例えぽ，価格表などでofferを行っている場合には免責文言（確約せず，変更する
ことある旨）を付記しているので問題はなかろう。したがって，免責文言の付記
もなく，取消不能の条件でもない申込の場合には，効果を発揮するものと思わ
れる。
　第2項は，いわゆるFirm　Offerにっいての規定と見倣すことができよう。
この点ではわが国民法第521条第1項の規定に沿っていることがわかる。すな
わち，Firm　Offerの取消（revocation）は許されない。従って，発信前の慎重さ
が要求される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
　④　第17条はofferの失効原因の一つを明記している。
　An　offer，　even　if　it　is　irrevocable，　is　terminated　when　a　rejection　reaches
the　offeror．
　すなわち，offerは，仮にそれが取消不能であっても，拒絶が申込者に到着
した時に失効することが規定されている。
　⑤　第18条では承諾について規定している。
　（1）Astatement　made　by　or　other　conduct　of　the　offeree　indicating
assent　to　an　ofFer　is　an　acceptqnce．　Silence　or　inactivity　does　not　in
itself　amount　to　acceptance．
　（2）An　acceptance　of　an　offer　becomes　effective　at　the　moment　the
indication　of　assent　reaches　the　offeror．　An　acceptance　is　not　effective
if　the　indication　of　assent　does　not　reach　the　offeror　within　the　time　he
has　fixed　or，　if　no　time　is　fixed，　within　a　reasonable　time，　due　account
being　taken　of　the　circum＄tances　of　the　t；ansaction，　including　the
rapidity　of　the　means　of　communication　employed　by　the　ofFeror．　An
oral　offer　must　be　accepted　immediately　unless　the　circumstances　indicate
otherwise．
　第1項では承諾について規定し，第2項で申込に対する承諾は承諾の意思表
示が申込者に到着した瞬間にその効力が生ずることを規定している。そして，
承諾の意思表示が申込者の定めた期間内に申込者に到着しないとき，．または，
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期間の定めがない場合には申込者が用いた通信手段の迅速性を含め取引の状況
を十分考慮して，相当な期間内に到着しないときは承諾の意思表示は効力を生
じないことも規定している。また，口頭による申込は，他に特別の事情がない限
り，直ちに承諾されなければその効力を失うことも規定されている。なお，第3
項には，申込の中での取決め，あるいは当事者間で確立している慣行で，申込者
に通知しなくても承諾の意思表示として効力が発生する場合を規定している。
　第17条および18条からわかることは，（イ）承諾の意思表示は申込者に到着し
た時にその効力が生ずる（到着主義）こと，そして，Firm　Offerの場合は承諾回
答期間内に到着しなくてはならない旨の明確化，（P）　Offerの失効原因（申込の拒
絶とFirm　Offerの場合の有効期間の経過）である。特に，　enの点については，郵
便，電報による場合の発信主義〔その源は1818年のイギリスの判例（AdamS　v．
Lindsell）〕と，その他の通信手段の場合の到着主義との混迷さを明確化し，統
一した点に特別の意義が認められよう。
　⑥　第19条では，Counter　OfFerに関係した規定を3項にわたって規定し
ている。
　（1）Areply　to　an　offer　which　purports　to　be　an　acceptance　but　contains
additions，　limitations　or　other　modifications　is　a　rejection　of　the　offer
and　constitutes　a　counter－offer．
　Offerに付加，削除，その他の変更を加えているもの（条件付承諾）は，申込の
拒絶とともに新しい申込を行ったもの（。・unter　offer）とする旨が明示されてい
る。
　⑦　第20条第1項は，承諾回答期間の開始時点についての規定である。す
なわち，（d）電報の場合は電報を発信のために手交した時（～begins　to　run　from
the　moment　the　telegram　is　handed　in　for　dispatch～），（ロ）手紙の場合は手紙に
記された日，あるいは手紙に日付がない場合には封筒に記された日（～from
the　date　shown　on　the　letter　or，　if　no　such　date　is　shown，　from　the　date　shown
っnthe　envelope．），㈲電話，テレックスその他の同時的通信手段による場合に
1は，申込が被申込者に到着した時（～from　the　moment　that　the・ffer　reaches
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the　offeree．），からカウントすることを規定してし’・る。
　第2項では，承諾回答期間中の休祝日の取扱いを規定している。すなわち，
期間中の休祝日は期間に算入されるが，期間の末日が申込者の所在地の休祝日
に当たる場合には，それに続く最初の営業日まで延長される旨（～，the　periαd
is　extended　unfil　the丘rst　business　day　which　foll・ws．）規定している。
　⑧　第21条では遅延した承諾（1ate　acceptan㏄）の取扱いについて規定してい
る。
　⑨　第22条では，承諾の意思表示の撤回について規定している。
　An　acceptance　may　be　withdrawn　if　the　withdrawa1．reaches　the　offeror
before　or　at　the　same　time　as　the　acceptance　would　have　become
effective．
　すなわち，承諾の効力が生ずる前またはそれと同時に，・承諾の意思表示を撤
回する旨が申込者に到着した場合には撤回できることを規定している。
　⑩　第23条では，契約の成立について規定している。
　Acontract　is　concluded　at　the　moment　when　an　acceptance　of　an　offer
becomes　effective　in　accordance　with　the　provisions　of　this　Convention．
　すなわち，契約ほ，申込に対する承諾が本条約の規定に従って効力を生ずる
時に成立すると定義している。
　そして，契約締結の方式等については，第1部第2章（総則General　Provisi・ns＞
で規定している。
〔1，Clive　M．　Schmitthoff，　The　Export　Trade，5th　ed．，　p．117，　Stevens，1969．
　R．H．Graveson，　EJ．Cohn，　D．M．Graveson，　ibid．，　p．133，　p．183．
②　Clive　M．Schmtthoff，　ibid．，　p．117．
（3｝外務省条約局調ぺ。』
　森井　清，貿易がわかる事典，p．138，日本実業出版社，昭和53年。
（4）外務省条約局調べ。
　南　敏文，前掲誌No．215，　p．16，1980．
（5）南　敏文，前掲誌，p．16（仮訳文）参照。
｛6》「国際的動産売買契約に関する国連条約」第99条第3項～第6項。
｛7｝同条約の邦訳は，南　敏文，前掲誌の仮訳全文を参照。但し，第20条第1項の「～電報を配達
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　のために交付した時～」は，英文で見ると「～fr。m　the　m・ment　the　telegram　is　handed
　in　for　dispatch～」と規定されており，deliveryではないので，申込者が電報を髪這のために
　交付した時と訳すのが正しいのではないかと思われる。（下線は筆者による。）
《8｝Hague　Conventions　1964のUniform　Law　on　Formation第5条第2，および3項では～
　indicates　that　it　is　firm　or　irrevocable．とfirm　offerの丘rmが使用されているが，1980年
　の国連条約ではirrevocableだけ’しか使用されていない。そのことに関する定i義は見当らない
　が，firmよりirrevocableが誰にでも理解され易いからではないかと思われる。
　　　　　　　　　　　　　　V　おわりに
　貿易売買契約の成立過程に関する従来からの原則，慣習を吟味しながら，19
80年4月11日に成立した国連条約にも言及した。
　上記の検討を加える中で明確になってきた点が少くとも3点ある。
　その第1点はOffer　subject　to　being　unsold（あるいはoffer　subject　to　prior
saleと呼ばれる先売条件付オファ）に関する文献的論述が少く，曖昧さが払拭でき
なかったことである。この点については後日の検討に委ねたい。
　第2点は，withdaw（withdrawal），　revoke（revocation），　retract（retraction）
の用語理解が明確になってきたことである。
　通常，撤回と取消は同列的に論じられていることも多いように見受けるが，
‘‘ P980年の国連条約”第15条第2項および第16条では，撤回（withdrawal）は
申込の到着時またはそれ以前の問題として用いられているし，取消（revocation）
は申込の到着後の問題として用いられていることがわかる。
　第3点は，承諾の意思表示の効力発生時点を到着主義で統一し明確化したこ
とである。そして，休祝日の取扱いについても定義しており，明確に理解し処
理できる根拠を示したものといえる。従って，従来より，郵便・電報の場合の
発信主義の原則を到着主義に変更する売買両当事者間の特約文言も特にその必
要性を強調しなくてすむことになることが予見される。
　国連の場で世界の英知を集めて成立したこの“1980年国連条約”は，各国の
国内法との調整を終えて批准（ratify）あるいは承認（accede）され，近い将来，
発効する運びとなるであろう。また，そうなることによって，世界の商取引が
共通の理解と利益のためにより円滑に発展していくものと思われる。
